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１．制度のしくみ 

・後期高齢者医療制度は、７５歳以上の方を対象にした医療制度で、 

７５歳の誕生日から加入します。それまで加入していた国民健康保

険などの医療保険の資格はなくなり、後期高齢者医療制度の被保

険者として、医療機関等で病気やけがなどの治療を受けることに

なります。 

・後期高齢者医療は、全ての市町村が加入する後期高齢者医療広 

域連合と市町村が役割を分担しています。 

・医療機関等で支払う自己負担分を除いた医療費は、約５割が公費

（国・県・市町村）、約４割が現役世代からの支援金でまかなわれ、 

残りの約１割が、被保険者のみなさんに納めていただく保険料に

なっています。 

 

２．被保険者となる方 

・７５歳以上の方は届出をしなくても、７５歳の誕生日から後期高齢 

者医療制度の被保険者になります。 

・６５～７４歳で、一定以上の障害がある方は、お住まいの市町村へ 

申請して、広域連合の認定を受けた日から被保険者になります。 
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ア． 申請に必要なものは、年金証書や身体障害者手帳などです。 

イ． すでに障害認定を受けている方は、その認定を撤回すること

ができます。また、撤回した後に再度、障害認定の申請を行

うこともできますが、過去にさかのぼって申請、撤回すること

はできません。 

・生活保護を受けている方は被保険者となりません。 

 

３．医療機関等を受診するとき 

・医療機関や薬局等の窓口では、次のいずれかの方法で資格の有 

無などの情報の確認を受けてください。 

ア． マイナ保険証（マイナンバーカード）の利用 

   マイナ保険証は、健康保険証利用登録をしたマイナンバー 

カードです。 

  ※マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れから３か 

月経過すると保険証として利用ができなくなります。「有効

期限通知書」が届いたら、お早めに市町村の窓口で更新手

続きをしてください。 
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イ． 資格確認書の提示 

資格確認書は、令和８年８月１日時点で「85歳以上」の方  

と、「84歳以下で、マイナ保険証を過去１年以内に６回未

満の利用かつ３か月以内に利用実績がない方」に交付さ

れます。 

※マイナ保険証を持っていても第三者の介助を要するなど受

診が困難な方は、申請をすることで資格確認書を交付する

ことができます。 

・資格確認書の貸し借りや書き換えをしないでください。資格確認書 

の貸し借りをすると刑法で罰せられることがあります。また、記載内

容を書き換えた資格確認書は無効です。 

・資格確認書等を紛失したり破損したりしたときは、お住まいの市町 

村の担当窓口に届け出て、再交付を受けてください。手続きに必

要なものは、お住まいの市町村の担当窓口へお問合せください。 

※84歳以下の方からの再交付申請時には、マイナ保険証の利用状

況に応じて、「資格確認書」または「資格情報のお知らせ」のどち

らを交付するのか再度判定を行います。 

・資格情報のお知らせは、84歳以下でマイナ保険証を過去１年以 
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内に６回以上の利用かつ３か月以内に利用実績がある方に通知

されます。 

※同じ世帯の方でもマイナ保険証の利用実績により、資格確認書を

交付される方と資格情報のお知らせが通知される方がいる場合

があります。 

・マイナ保険証の利用を始めるには、事前に登録が必要です。お住 

まいの市町村の担当窓口か、マイナンバー総合フリーダイヤル（０

１２０－９５－０１７８）にお問い合わせください。受付時間は、９時３

０分から２０時まで、土日祝日は１７時３０分までです。 

 

４．医療費の自己負担割合 

・医療機関等を受診したときに支払う自己負担割合は、世帯の所得

や収入により決まります。 

ア．３割負担の方（負担区分は現役並み所得者ⅠからⅢ） 

１． 現役並み所得者Ⅰの方 

     同じ世帯に住民税課税所得１４５万円以上３８０万円未

満に該当する被保険者がいる方 
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２． 現役並み所得者Ⅱの方 

     同じ世帯に住民税課税所得３８０万円以上６９０万円未

満に該当する被保険者がいる方 

３． 現役並み所得者Ⅲの方 

同じ世帯に住民税課税所得６９０万円以上に該当する 

被保険者がいる方 

※３割負担に該当する方でも申請により１割または２割負担となる

ことがありますので、詳しくはお住まいの市町村の担当窓口へお

問い合わせください。 

イ． ２割負担の方（負担区分は一般Ⅱ） 

３割負担に該当しない方のうち、下記の方は２割負担の区分と

なります。 

１． 同じ世帯に被保険者が１人の場合 

住民税課税所得が２８万円以上、かつ年金収入とその他 

の合計所得金額が２００万円以上の方 

２． 同じ世帯に被保険者が２人以上の場合 

住民税課税所得が２８万円以上の方がいる、かつ年金収

入とその他の合計所得金額の合計が３２０万円以上の方 
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ウ． １割負担の方（負担区分は一般Ⅰ、区分Ⅱ、区分Ⅰ） 

１．一般Ⅰの方 

２割または３割負担に該当しない方のうち、世帯の中に住

民税が課税されている方がいる方 

２．区分Ⅱの方 

世帯全員が住民税非課税の方 

３．区分Ⅰの方 

世帯全員が住民税非課税で、かつ各所得が必要経費    

を差し引いたときに０円となる方 

※公的年金の控除額は８２．６５万円とし、給与の場合は、給

与所得から１０万円を控除して計算します。 

◎一部負担金の減免等について 

災害などにより、医療費の一部負担金の支払いが困難と認められ

た場合、減額または免除されることがあります。詳しくは、お住まい

の市町村の担当窓口にご相談ください。 

 

◎次のいずれかに該当する場合に医療機関を受診したときは、一部

負担金の差額や広域連合が医療機関に支払った医療費を返還
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いただきます。該当する方には、納入通知書を送付いたしますの

で、納期限までにお支払いをお願いします。 

ア．過去にさかのぼって所得更正（修正）、世帯構成変更等があり、 

自己負担割合・負担区分が変更になった場合 

イ．高知県外への転出等により被保険者資格を失った後、高知県

の被保険者資格で受診していた場合 

  ※支払い後に本来資格のある広域連合等で手続きをすること

で、医療費の払い戻しを受けられる場合があります。 

（例）入院中に自己負担の割合が変更になると、次のとおり、差額の

医療費をお支払いいただくことになります。 

※区分Ⅰから一般Ⅰに変更となった場合 

医療費の自己負担限度額は、１５,０００円から５７,６００円とな

り、４２,６００円の差額が生じます。食事代は１食１３０円から５５

０円となり、１ヶ月を３１日として１日３食で計算すると、１ヶ月で

は１２,０９０円から５１，１５０円となって、３９，０６０円の差額が

生じます。この医療費の差額４２,６００円と食事代の差額３９，０

６０円を合わせた、８１，６６０円を差額としてお支払いいただく
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ことになります。なお、自己負担限度額、食事代は令和８年６月

１日時点のものです。 

 

５．限度額適用・標準負担額減額認定 

・住民税非課税世帯の方は、医療機関等での支払いが高額になる

場合、以下の方法により、窓口での自己負担の金額を、所得に応

じた限度額までに抑えることができます。 

ア．マイナ保険証で受診される方 

   手続きは不要 

イ．資格確認書で受診される方 

   事前に「限度額適用・標準負担額減額認定情報」の記載をお

住まいの市町村の担当窓口へ申請してください。 

◎対象となる方 

住民税非課税世帯の方 

◎申請に必要なもの 

  ・本人確認書類 

  ・資格確認書（お持ちの方のみ） 

・区分Ⅱの認定を受けている期間の入院日数が、過去１２か月間で
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９０日を超える方は、改めて申請を行うことで、食事代がさらに減

額されます。長期入院に該当する方は、マイナ保険証で受診され

ている方を含め、別途申請が必要です。 

※後期高齢者医療制度に加入する前の入院日数も算定できる場合

がありますので、詳しくはお住まいの市町村の担当窓口へお問い

合わせください。 

ア．適用開始日 

    長期入院該当の申請をした日（医療機関での適用は翌月１日） 

イ．申請に必要なもの 

  ・本人確認書類 

  ・資格確認書（お持ちの方のみ） 

  ・長期入院該当となる入院期間を証明する書類 

※入院日数が９０日を超えていても、長期入院該当の申請により認

定を受けていない場合、食事代は減額となりません。マイナ保険

証の有無に関わらず、申請が必要です。 

※入院している病棟が療養病棟（主に長期にわたり療養が必要な

方が入院する病棟）の場合、減額の対象とならないことがありま

す。 
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６．限度額適用認定 

・負担割合が３割の「現役並み所得者ⅠまたはⅡ」の方は、医療機

関等での支払いが高額になる場合、以下の方法により、自己負担

の金額を、所得に応じた限度額までに抑えることができます。 

ア．マイナ保険証で受診される方 

  手続きは不要 

イ．資格確認書で受診される方 

   事前に「限度額適用認定情報」の記載を、お住まいの市町村の

担当窓口へ申請してください。 

◎対象となる方 

現役並み所得者ⅠまたはⅡの方 

◎申請に必要なもの 

  ・本人確認書類 

  ・資格確認書（お持ちの方のみ） 

 

７．入院した時の食事代等（令和８年６月１日から変更となりました） 

・入院時の食事代の負担額は負担区分ごとに次のとおりです。 
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ア．現役並み所得者または一般Ⅰ、一般Ⅱの方は、１食につき５５

０円です。 

 ※負担区分が現役並み所得者または一般Ⅰ、一般Ⅱで、次の１

に該当する方は、１食につき３３０円、２に該当する方は２６０円

となります。 

１．指定難病患者 

２．平成２７年４月１日以前から継続して精神病床に入院してい 

る患者が退院するまでの間（合併症等による同日内の病床

移動または再入院も継続して対象）  

イ．区分Ⅱの方は、１食につき２７０円です。なお、過去１２ヶ月間の 

入院日数が９０日を超え、長期入院該当の申請により認定を受

けた方は、１食につき２２０円です（ただし、入院している病棟が

療養病棟の場合、減額の対象とならない場合があります）。 

ウ．区分Ⅰの方は、１食につき１３０円です。（ただし、入院している

病棟が療養病棟の場合、１食につき１６０円となる場合がありま

す。） 

・区分Ⅰ・Ⅱに該当する方は、事前にお住まいの市町村の担当窓口

で「限度額適用・標準負担額減額認定情報が記載された資格確
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認書」の交付を受け、医療機関の窓口で提示、もしくはオンライン

による資格確認を受けてください。 

・主に長期にわたる療養が必要な方が入院する療養病棟に入院し

たときは、食事代と居住費の負担があります。居住費は１日につき

４３０円（指定難病の方と老齢福祉年金受給者は０円）です。 

 

８．医療費が高額になったとき 

・１ヶ月に支払った医療費の自己負担額の合計が自己負担限度額

を超えたとき、超えた額があとから払い戻されます。 

・払い戻しには、初回のみ申請が必要です。該当する方には文書で 

お知らせしますので、お住まいの市町村の担当窓口へ申請してくだ

さい。 

・支給方法は全て口座振込となります。申請に必要なものは、本人 

確認書類、振込口座のわかるものなどです。 

・自己負担額には、食事代や保険適用外の差額ベッド代等の支払

額は含みません。 

・自己負担限度額の算出は、現役並み所得者の方は世帯ごとに行

い、一般Ⅱ、一般Ⅰの方、区分Ⅱ、区分Ⅰの方は、外来のみの場
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合は個人ごと、入院がある場合は世帯ごとに行います。 

・負担区分ごとの１ヶ月の自己負担限度額は令和８年８月１日から

次のとおりです。 

ア．現役並み所得者の方は、課税所得額により３段階に区分され、

外来のみの場合と入院がある場合の負担限度額は同じになり

ます。 

現役並み所得者Ⅲの方は、医療費が９０１,０００円までは、２７

０,３００円です。医療費が９０１,０００円を超える場合は、超えた

分の１％を２７０,３００円に加算した額を上限として算出します。 

 現役並み所得者Ⅱの方は、医療費が５９７,０００円までは、１７９,

１００円です。医療費が５９７,０００円を超える場合は、超えた分

の１％を１７９,１００円に加算した額を上限として算出します。 

現役並み所得者Ⅰの方は、医療費が２８６,０００円までは、８５,

８００円です。医療費が２８６,０００円を超える場合は、超えた分

の１％を８５,８００円に加算した額を上限として算出します。 

 イ．一般Ⅱまたは一般Ⅰの方は、外来のみの月は２２,０００円、入

院のある月は６１,５００円です。 
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ウ．区分Ⅱの方は、外来のみの月は１１,０００円、入院のある月は 

２５,７００円です。 

エ．区分Ⅰの方は、外来のみの月は８,０００円、入院のある月は 

１５,７００円です。 

※現役並み所得者及び一般Ⅱ、一般Ⅰ、区分Ⅱの方で、過去１２

ヶ月以内に「外来＋入院」の限度額を超えた支給が３回以上あ

った場合の４回目以降の限度額は、現役並み所得者Ⅲの方は１

４０,１００円、現役並み所得者Ⅱの方は９３,０００円、現役並み

所得者Ⅰと一般Ⅱ、一般Ⅰの方は４４,４００円、区分Ⅱの方は２

４,６００円になります。 

※１年間（８月から翌年７月）の「外来＋入院」の世帯ごとの自己

負担上限額は、現役並み所得者Ⅲの方は１,６８０,０００円、現役

並み所得者Ⅱの方は１,１１０,０００円、現役並み所得者Ⅰと一

般Ⅱ、一般Ⅰの方は５３０,０００円、区分Ⅱの方は２９０,０００円、

区分Ⅰの方は１８０,０００円になります。ただし、一般Ⅰの方は年

間上限４１０,０００円が適用される場合があります。 

※一般Ⅱ、一般Ⅰ、区分Ⅱの方は、１年間（８月から翌年７月）の

「外来のみ」の年間上限額があり、一般Ⅱ、一般Ⅰの方は年間２
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１６,０００円、区分Ⅱの方は年間９６,０００円です。 

◎７５歳の誕生月における自己負担の限度額 

 ７５歳の誕生月は「誕生日前の医療保険」と「後期高齢者医療」の

２つの制度の自己負担限度額が半額になります。 

※誕生日が月の初日の方は、後期高齢者医療制度のみの自己負

担となるため、自己負担限度額に変更はありません。 

 

９．高額介護合算療養費 

・同じ世帯の被保険者が１年間（８月から翌年７月）に支払った医療

保険と介護保険の自己負担額を合計し、以下の自己負担限度額

を超えた場合は、申請により限度額を超えた金額が払い戻されま

す。 

・該当する方には文書でお知らせしますので、お住まいの市町村の

担当窓口へ申請してください。 

※次の方にはお知らせできない場合がありますので、自己負担限

度額を参考にして、お住まいの市町村の担当窓口へご相談くだ

さい。 

ア．他の医療保険から後期高齢者医療に移られた方 
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イ．県外から転居をされた方 

ウ．同じ世帯でも、他の医療保険に加入している方との合算は

できません 

・申請に必要なものは、本人確認書類、振込先口座のわかるものな

どです。 

・負担区分ごとの自己負担限度額は、現役並み所得者Ⅲの方は２１

２万円、現役並み所得者Ⅱの方は１４１万円、現役並み所得者Ⅰ

の方は６７万円、一般Ⅰ、一般Ⅱの方は５６万円、区分Ⅱの方は３

１万円、区分Ⅰの方は１９万円です。 

※自己負担限度額は、毎年７月３１日現在の区分が適用されます。 

・次の場合は支給対象外となります。 

ア．世帯において後期高齢者医療または介護保険のどちらかの

自己負担額が０円の場合 

イ．自己負担限度額を超えた額が５００円に満たない場合 

 

１０．療養費 

・医療費などをいったん全額支払った場合、お住まいの市町村の担

当窓口に申請していただくことで、一部負担金を除いた額が払い
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戻されます。 

・申請に必要なものは、本人確認書類、振込先口座の分かるもので

す。その他の書類は以下の項目ごとに必要な書類が異なりますの

で、お住まいの市町村の担当窓口へお問い合わせください。 

ア．資格確認書やマイナ保険証を提示できなかったなどにより、や

むをえない理由で医療費の全額を支払ったとき 

イ．骨折、脱臼などで、接骨院での施術を受けたとき 

ウ．医師が治療上必要と認め、はり・きゅう、あんま・マッサージの

施術を受けたとき（医師の同意書が必要です） 

エ．医師が治療上必要と認めた、コルセットなどの治療用装具を

購入したとき 

  ※靴型装具を購入した場合、申請の際に、装着した状態で靴の

全体が分かる装具の写真の提出が必要です。 

オ．医師が治療上必要と認めた、輸血のための生血代を負担した

とき 

カ．海外で急病やけがにより治療を受けたとき（治療目的の渡航

を除きます） 

キ．次のいずれにも該当すると認められた場合の移送費 
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 １.移送の目的である療養が保険診療として適切であること 

 ２.患者が療養の原因である病気・けがにより移動が困難である

こと 

 ３.緊急その他やむを得ないこと 

 

１１．柔道整復（接骨院・整骨院等）の正しいかかり方 

・柔道整復（接骨院・整骨院等）にかかる場合には、医療保険を使

えるときと、使えないときがあります。 

・医療保険を使えるのは次の場合です。 

ア．医師や柔道整復師に、骨折、脱臼、打撲及びねんざ等（いわゆ

る肉ばなれを含む）と診断または判断され、施術を受けたとき。

（ただし、内科的原因による疾患ではないもの） 

※骨折及び脱臼は、応急手当をする場合を除き、あらかじめ医

師の同意を得ることが必要です。 

イ．骨、筋肉、関節のケガや痛みで、その負傷原因がはっきりしてい

るとき。 

・医療保険を使えないのは次の場合です 

ア．単なる（疲労性、慢性的な要因からくる）肩こりや筋肉疲労 
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イ．脳疾患後遺症などの慢性病や症状の改善のみられない長期

の施術 

ウ．労災保険が適用となる仕事中や通勤途上での負傷 

エ．保険医療機関（病院、診療所など）で同じ負傷等の治療中の

もの 

◎接骨院・整骨院等にかかる場合の注意点 

１．負傷原因を正確にお伝えください。いつ・どこで・何をして・どん

な症状か伝えましょう。 

２．施術が長期にわたる場合、医師に相談してください。内科的要

因も考えられますので、一度医師の診断を受けましょう。 

 

１２．はり・きゅう、あんま・マッサージの正しいかかり方 

・はり・きゅうで医療保険が使えるのは、主として神経痛、リウマチ、

頸腕症候群、五十肩、腰痛症、頸椎捻挫後遺症等の病名であって、

慢性的な疼痛を主症とする疾患の施術を受けた場合です。 

・あんま・マッサージで医療保険が使えるのは、筋麻痺や関節拘縮

などで、医療上マッサージを必要とする症状の場合です。 

・はり・きゅう、あんま・マッサージで医療保険が使えないのは次の場
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合です 

ア．病院等で同じ疾患の治療を受けている間に施術を受けた場合

（はり・きゅう）。 

イ．疲労やコリをとるなどの慰安目的や、疾病予防で施術を受け

た場合。 

◎施術を受ける際の注意点 

・医療保険を使うには、あらかじめ医師が治療上必要と認めた同

意書か診断書が必要です。同意書の交付の際には、同意する疾

病に係る医師の診察が必要となります。 

◎その他 

１．柔道整復、はり・きゅう、あんま・マッサージの治療内容について、

広域連合よりおたずねすることがあります。 

２．領収書は大事に保管してください。 

 

１３．葬祭費 

・被保険者がお亡くなりになったときは、葬祭を行った方に葬祭費と

して３万円が支給されます。亡くなられた被保険者がお住まいで

あった市町村の担当窓口へ申請してください。 
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・申請に必要なものは次のとおりです。 

ア．葬祭を行ったことがわかるもの（葬祭を行った方の氏名が記載

された会葬礼状、領収書等） 

イ．葬祭を行った方の振込先口座がわかるもの 

ウ．亡くなられた被保険者の資格確認書（お持ちの方のみ） 

 

１４．特定疾病 

・長期にわたり継続して治療が必要な下記の疾病は、「特定疾病療

養受療証」または「特定疾病情報が記載された資格確認書」を医

療機関へ提示、もしくはマイナ保険証によるオンライン資格確認を

受けることで、医療機関ごと（入院・外来別）または薬局ごとの自

己負担限度額が１０,０００円となります。 

・対象となる疾病は次のとおりです。 

ア．人工透析が必要な慢性腎不全 

イ．血友病 

ウ．抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群（ＨＩＶ感

染を含み、厚生労働大臣の定めるものに限ります） 

・申請に必要なものは、本人確認書類、特定疾病であることを証明
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する医師の意見書などの書類です。 

 

１５．健康診査 

・健康診査は、心身の機能低下（フレイル）予防や生活習慣病等の

重症化予防にもつながります。年１回、定期的に受診して、ご自身

の健康管理にお役立てください。詳細については次のとおりです。 

ア．対象者 高知県後期高齢者医療広域連合の被保険者 

       ※長期入院や施設への入所（入居）等により、対象外となる場

合があります。 

 イ．自己負担金 無料 

 ウ．受診期間 受診券を受け取られたときから、当該年度の３月３１

日まで 

 エ．受診回数 年１回 

・健診の日程、申込方法、受診場所、受診券など、詳しい内容につい

ては、お住まいの市町村の担当窓口へお問い合わせください。 

・健康診査と人間ドックを同時受診する方は、人間ドック料金から健

康診査分の費用を差し引いた額のお支払いになります。受診方

法、実施機関等については、お住まいの市町村の担当窓口へお
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問い合わせください。 

 

１６．健康診査情報提供（みなし健診）事業 

・みなし健診とは、通院している医療機関から健康診査に該当する

検査値等を保険者に情報提供してもらうことで、「健康診査を受

診した」とみなす仕組みです。 

・対象となる方は、通院中の医療機関に該当する検査値があり、当

該年度に健康診査を受けていない方。（※対象者には個別にお

知らせします） 

 

１７．歯科健診 

・歯科健診は口腔機能低下（オーラルフレイル）予防にもつながりま

す。歯や歯肉の状態をチェックし、口腔機能を維持・向上するため、

年に１回、定期的に歯科健診を受けましょう。詳細については次の

とおりです。 

ア．対象者 高知県後期高齢者医療広域連合の被保険者 

       ※長期入院や施設への入所（入居）等により、対象外となる場

合があります。 



24 

 

 イ．自己負担金 無料 

 ウ．受診期間 ８月１日から、当該年度の２月末日まで 

 エ．受診回数 年１回 

・受診方法など、詳しい内容については、広域連合又はお住まいの

市町村の担当窓口へお問い合わせください。 

 

１８．こころがけましょう 受診のマナー 

ア．休日や夜間の受診は控えましょう 

緊急性がなく時間外に受診した際には、診療費とは別に自己負

担額（保険適用外）が発生する場合があります。判断に迷った時

は、救急医療電話「＃７１１９」に電話して相談しましょう。 

イ．「お薬手帳」は１冊にまとめましょう 

「お薬手帳」は１冊にまとめて医師や薬剤師に見せ、薬の飲み合

わせ等が安全か、確認しましょう。 

ウ．ジェネリック医薬品（後発医薬品）使用を心がけましょう 

ジェネリック医薬品に切り替えることで、薬代が安くなる場合もあ

ります。医師や薬剤師に相談のうえ、切り替えが可能な場合は、

積極的に使用しましょう。 
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１９．交通事故などで治療を受けるとき 

・交通事故など、第三者（相手方）の行為によって受けたケガや病気

などの医療費は、本来、相手方が負担することが原則ですが、届出

により後期高齢者医療で保険診療による治療を受けることができ

ます。 

この場合、広域連合が一時的に治療費を立替え、後日、相手方に

請求しますので、治療を受ける場合はお住まいの市町村の担当窓

口へ速やかに届出をしてください。 

また、医療機関を受診される際は、必ず、第三者行為によるもので

あることを伝えてください。 

次のような場合も第三者行為となります。 

ア．自転車同士の事故 

イ．暴力行為によるケガ 

ウ．他人の飼い犬に咬まれたとき 

エ．飲食店等で提供された料理による食中毒など 

・届出の際は、本人確認書類、印かん、交通事故証明書をお住まい

の市町村の担当窓口にお持ちになり、「第三者行為による傷病届

書」の手続をしてください。 
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・示談をするときは慎重に・・・ 

相手方から治療費を受け取ったり、示談を済ませたりすると、後期

高齢者医療で保険診療による治療を受けられなくなる場合があり

ますので、示談をする前には、必ずお住まいの市町村の担当窓口

へご相談ください。 

２０．保険料 

ア．保険料の計算方法について 

保険料は、基礎賦課分（医療保険料）と子ども・子育て支援納付

金分それぞれで計算が行われ、その合計額が１年間の保険料と

なり、被保険者ごとに決定します。基礎賦課分と子ども・子育て

支援納付金分の保険料はそれぞれ被保険者全員に等しく負担い

ただく「均等割額」と被保険者の前年中の所得に応じて負担い

ただく「所得割額」の合計額です。令和８年度の保険料の内訳は

次のとおりです。 

・基礎賦課分 均等割額６０，４００円＋所得割額（保険料のもと 

となる所得金額×１０.３１％） 

・子ども・子育て支援納付金分 均等割額１,３９３円＋所得割額 

（保険料のもととなる所得金額×０.２４％） 
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保険料のもととなる所得金額とは、総所得金額等（収入額から各

種控除や必要経費を除いた合計額）から基礎控除額４３万円を

差し引いた金額です。 

イ．保険料の上限 

１人あたりの保険料の上限は、基礎賦課分が８５万円、子ども・

子育て支援納付金分が２１,０００円です。 

ウ．保険料の端数処理方法 

基礎賦課分は、「均等割額」と「所得割額」を合計して算出した

額から、１００円未満を切り捨てます。子ども・子育て支援納付金

分は、「均等割額」と「所得割額」を合計して算出した額から、１０

円未満を切り捨てます。 

エ．保険料のお支払い方法や手続き 

保険料のお支払い方法は、特別徴収（年金からの引き落とし）と

普通徴収(口座振替または納付書でのお支払い）があります。 

オ．お支払い方法の変更 

現在特別徴収でお支払いの方や、新規に特別徴収となる方は、

お住まいの市町村の担当窓口に申請すると、口座振替に変更す

ることができます。 
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カ．保険料の軽減制度 

所得の低い方は、所得状況に応じて保険料が軽減されます。手

続きの必要はありませんが、世帯主と世帯に属する被保険者全

員の所得の申告がないと、同一世帯の方は軽減が適用されませ

ん。 

キ．被保険者均等割額の軽減 

世帯主と被保険者の総所得金額等の合計額が一定額以下の場

合、その額に応じて、基礎賦課分と子ども・子育て支援金分それ

ぞれの均等割額が、２～７割軽減されます。令和８・９年度基礎賦

課分に係る７割軽減対象者に対し、更に０.２割の軽減を行いま

す。 

ク．被用者保険の被扶養者であった方の軽減 

後期高齢者医療制度に加入する前日に被用者保険の被扶養者

であった方は、加入後２年間に限り、均等割額が５割軽減され、

所得割額はかかりません。 

※国民健康保険及び国民健康保険組合は対象外です。 

※保険料の軽減を受けるためには、世帯主と被保険者全員の前

年中の所得の申告がされている必要があります。 
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※所得が低い方に対する軽減にも該当する方は、軽減割合が大

きい額の軽減が行われます。 

・保険料の計算方法や軽減制度の詳しい内容については、保険料

の通知書に同封の「後期高齢者医療 保険料のしおり」をご覧く

ださい。 

・保険料が納められていない場合、お支払い方法などに関する相談

のため、納付相談のお知らせが送付されます。保険料の滞納が悪

質であると判断された場合は、捜索や年金等財産の差押えといっ

た滞納処分の手続きを行います。保険料の納付は、納期限までに

納付をお願いします。 

・なお、納付のご質問や、特別な事情により納付が困難なときは、お

住まいの市町村の担当窓口にご相談ください。 

 

２１．こんなときは届出を 

・次のような場合は、１４日以内に、必要な書類などを持ってお住ま

いの市町村の担当窓口に届出をしてください。 

ア．転入したとき 
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転入前の市区町村で発行された負担区分等証明書と、印鑑が

必要です。 

イ．氏名・住所・世帯に変更があったとき、転出するとき 

資格確認書（お持ちの方のみ）と、印鑑が必要です。 

ウ．生活保護を受けるようになったとき 

資格確認書（お持ちの方のみ）と、保護決定通知書、印鑑が必

要です。 

エ．生活保護を受けなくなったとき 

保護廃止通知書と、印鑑が必要です。 

オ．お亡くなりになったとき 

お亡くなりになった方の資格確認書（お持ちの方のみ）と、印

鑑が必要です。 

※なお、詳細については、お住まいの市町村の担当窓口へお問い

合わせください。 

 

２２.お問い合わせ先 

ア．高知県後期高齢者医療広域連合のお問い合わせ先は次のとお

りです。 
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１．住所 

高知県高知市丸ノ内２丁目４番１号  

高知県保健衛生総合庁舎１階 

２．電話番号 

資格確認書、保険料などについて 電話０８８－８２１－４５２６ 

医療費の給付などについて      電話０８８－８２１－４８９６ 

健康診査などについて         電話０８８－８２１－４６７７ 

 ３.ホームページ 

  https://www.kochi-kouiki.or.jp 

イ．お住まいの市町村の担当窓口のお問い合わせ先は次のとおりで

す。 

高知市役所 ０８８－８２３－９３８０ 

室戸市役所 ０８８７－２２－５１３３ 

安芸市役所 ０８８７－３５－１００２ 

香美市役所 ０８８７－５３－３１１５ 

香南市役所 ０８８７－５７－８５０６ 

南国市役所 ０８８－８８０－６５５６ 

土佐市役所 ０８８－８５２－７６３６ 
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須崎市役所 ０８８９－４２－１３５５ 

四万十市役所 ０８８０－３４－１１１４ 

宿毛市役所 ０８８０－６２－１２３３ 

土佐清水市役所 ０８８０－８２－１１０８ 

東洋町役場 ０８８７－２９－３３９４ 

奈半利町役場 ０８８７－３８－８１８１ 

田野町役場 ０８８７－３８－２８１２ 

安田町役場 ０８８７－３８－６７１２ 

北川村役場 ０８８７－３２－１２１４ 

馬路村役場 ０８８７－４４－２１１２ 

芸西村役場 ０８８７－３３－２１１２ 

本山町役場 ０８８７－７６－２１１５ 

大豊町役場 ０８８７－７２－０４５０ 

土佐町役場 ０８８７－８２－１１１０ 

大川村役場 ０８８７－８４－２２１１ 

いの町役場 ０８８－８９３－１１１７ 

仁淀川町役場 ０８８９－３５－１０８０ 

日高村役場 ０８８９－２４－５００１ 
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越知町役場 ０８８９－２６－１１１５ 

佐川町役場 ０８８９－２２－７７０６ 

中土佐町役場 ０８８９－５２－２２１３ 

津野町役場 ０８８９－５５－２３１４ 

梼原町役場 ０８８９－６５－１１７０ 

四万十町役場 ０８８０－２２－３１１７ 

黒潮町役場 ０８８０－４３－２８００ 

三原村役場 ０８８０－４６－２１１１ 

大月町役場 ０８８０－７３－１１１２ 


